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～地域建設業の生産性の向上及び

地域住民の安全・安心で豊かな生活を目指して～

国のデジタル化支援施策に関する合同説明会



四国地方整備局

１．四国地方整備局インフラＤＸ推進体制の構築
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四国地方整備局インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の方向性

2



四国地方整備局インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の方向性
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四国地方整備局
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インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の方向性



四国地方整備局四国地方整備局におけるインフラＤＸ推進体制の構築
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四国地域において、地域住民のニーズを基にデータとデジタル技術を活用し、社会資本整備や公共サービスの

改革を推進すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や四国地方整備局の文化・風土や働き方を

改革し、建設業の生産性の向上を図ると共に、インフラへの国民理解を促進し安全・安心で豊かな生活を実現

するため、各部局が横断的に連携してインフラ分野のＤＸを推進することを目的に、「四国地方整備局インフラDX

推進本部会議」を設置する。

四国地方整備局インフラDX推進本部会議
※既存「i-Construction推進本部会議」を改編
［本部長］局長 ［副本部長］次長、次長（兼総務部長）
［本部員］企画部長、建政部長、河川部長、道路部長、港湾空港部長、営繕部長、用地部長、統括防災官

四国地方整備局インフラDX推進本部会議幹事会
［幹事長］企画部長 ［副幹事長］企画調査官
［幹事］総括調整官（建設）、広報広聴対策官、技術調整管理官、技術開発調整官、建設産業調整官、河川情報管理官、道路情報管理官、

事業計画官、官庁施設管理官、用地調査官、総括防災調整官、四国技術事務所長、高松港湾空港技術調査事務所長
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四国地方整備局

R３年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

生産性の向上

非接触・

リモート型の働き
方への転換

デジタル技術の
活用促進

３次元データの
利活用促進

人材育成・
環境整備

四国地方整備局インフラＤＸ推進ロードマップ（案）

建設現場の生産性２割向上の実現◆i-Constructionの推進
◆ＩＣＴ土工の発注者指定型の拡大 ◆ＩＣＴ土工 小規模工事へ拡大

ＷＥＢ会議の標準化、ＷＥＢ検査の推進・活用

遠隔臨場の実装、新たな監督・検査技術の活用促進遠隔臨場の試行
◆原則全ての工事で試行

河川管理、道路管理、港湾技術の高度化・効率化の推進

ＤＸセンターの整備 ※当面は、既存施設・機材等で研修等実施

ＤＸルームの整備、高性能ＰＣ等の段階的配備、高速通信網等の環境整備

受発注者研修等の拡充（ＩＣＴ活用、BIM/CIM、UAV等）受発注者研修等

6

３次元計測技術を用いた出来形計測
◆下部工で試行 ◆下部工の実装、上部工・ＣＯ構造物で試行 ◆上部工・ＣＯ構造物の実装

BIM/CIM適用の拡大 BIM/CIM原則化 BIM/CIMの普段使い

ＤＸデータセンター（国総研）の活用（BIM/CIMデータ）

行政手続きや暮らしにおけるサービス向上、安全性向上の実現

ＲＰＡによる業務自動化

中小建設会社の生の声をヒアリング、今後の取り組みを検討・試行・実装



四国地方整備局

２．四国地方整備局におけるインフラＤＸ
（デジタル技術活用）の現状と方向性
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四国地方整備局地域の建設業は「地域の担い手」「地域の守り手」
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津島道路

窪川佐賀道路
（窪川地区）

窪川佐賀道路
（佐賀地区）

佐賀大方道路

大方四万十道路

南国安芸道路

南国安芸道路（芸西西～安芸西）

安芸道路

海部野根道路

四国横断自動車道
阿南～徳島東

桑野道路

福井道路

野根安倉道路

74

排水作業にあたる協力企業
（令和元年 台風第１９号 千葉県栄町）

出典：東北地整 震災伝承館

道路啓開の状況
（東日本大震災）

◆四国の活力を高め、大規模災害に備えるインフラ整備を支える建設業

◆南海トラフ地震、激甚化する水害への対応を支える建設業

除雪作業にあたる地元企業
（令和３年１月 高知県四万十市 中村宿毛道路）

地震津波に備えた液状化対策
（吉野川 徳島県鳴門市）



四国地方整備局

◆少子高齢化、人口減少社会の進展

建設業の中長期的な担い手確保

地域建設会社の事業継続維持
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四国のピークは
約２５年早い

全国

四国圏

将来推計人口

出典1：総務省統計局「国勢調査」、H27年
出典2：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、H30年
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地域の建設業界の課題

四国のピークは
約25年早く進行

【
課
題
】

－四国

四国

年々減る建設業者

◆建設業者数の減少

建設業界の年齢構成（全国）

建設労働者
約１３０万人が
離職の可能性

N=506万人



四国地方整備局i-Construction ～建設業の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、建設
現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査に至
る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工） 10



四国地方整備局建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体
を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信
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四国地方整備局i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。

○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討（小型ICT建機の活用）
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度
（予定）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）



四国地方整備局

13

ＩＣＴ施工の実施状況（全国直轄工事）

〇施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、土工における

延べ作業時間が約3割縮減するなどの効果が表れている。

○地域を地盤とするＣ・Ｄ等級の企業において、ＩＣＴ施工を経験した企業は、半分以下にとどまっている。

＜ICT施工実施状況＞

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

○ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
○ 従来の労務は施工者の想定値
○ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

＜ICT土工の効果＞

＜ICT施工の経験企業の割合＞

工種

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０ ２，２４６ １，７９９

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０ ３４０ ２３３

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７ ６３ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８ ３９ ３４

地盤改良工 － － － － － － ２２ ９

合計 １，６２５ ５８４ ２，１７５ ９１２ １，９４７ １，１０４ ２，３９７ １，８９０

実施率 ３６％ ４２％ ５７％ ７９％

・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R2.3

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合

＜ICT施工の経験企業の割合＞

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄工事を受注した業者数

（ ）内は一般土木の全登録業者数

93.5%

89.8%

50.9%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

29社

97社

1,144社

130社

31社
(32社)

108社
(112社)

2,246社
(5,920社)

610社
(10,848社)

全国
企業

地域
企業

50.9％＝
1,144社（ICT施工経験企業）

2,246社（直轄工事受注企業）

Cランク経験企業割合

※令和２年度は集計中



四国地方整備局
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現場試行技術の紹介（小規模現場MGバックホウ）



四国地方整備局
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現場試行技術の紹介（モバイル端末を用いた出来形計測技術）



四国地方整備局
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四国品確協 『ＩＣＴ現地研修会』 香川県版

◆四国地方公共工事品質確保推進協議会

ﾜﾝﾏﾝ
測量

MCBH
自動制御

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ
出来形管理

タブレットで簡単操作

ＩＣＴの座学を説明

ＷＥＢで同時配信

掘削を３Ｄでコントロール

３Ｄ設計データ
＋追尾型ＴＳで
座標・高さ（XYZ座標）の
確認が瞬時に可能！

レーザスキャナで
写真撮影、

高さを測定！

香川県内自治体発注者も
現地でＩＣＴ施工を体感

■１０月２６日、香川県内の工事発注担当者など、
３８名が参加して、ＩＣＴ技術を活用した建設現場での
現地研修会を開催！
座学、意見交換、現場での体感・体験を実施！

会場①：東かがわ市交流プラザ ２Ｆ多目的ホール

１３：００ 開会・挨拶
１３：１０～ 座学（２０分）
１３：３０～ 意見交換（３０分）
（車で移動 １５分）

会場②：大内白鳥ＢＰ帰来外改良工事現場内

１４：１５～ 現地説明
１４：３０～ 現地体感・見学（９０分）
１６：００ 閉会・解散

データ入力していれば
一人で高さ確認可能

参加者との意見交換

主催者挨拶
高橋技術調整管理官

◆四国地方整備局 twitter・Facebookにも掲載
http://www.skr.mlit.go.jp/

◆各報道紙でも掲載

11/26四国新聞、11/1日刊建設通信、11/2 建通新聞

◆四国品確協の取り組み
http://www.skr.mlit.go.jp/etc/hinkaku/kyougikai.htm



四国地方整備局

17◆四国地方公共工事品質確保推進協議会

ＩＣＴの座学を説明

ＷＥＢで同時配信

■１１月２４日、高知県内の工事発注担当者など、
３７名が参加して、ＩＣＴ技術を活用した建設現場での
現地研修会を開催！
座学、意見交換、現場での体感・体験を実施！

会場①：高知県立青少年センター２Ｆ 青少年ホール

１３：００ 開会・挨拶
１３：１０～ 座学（３０分）
１３：４０～ 意見交換（２０分）
（車で移動 ２０分）

会場②：物部川小田島地区堤防築堤工事 現場内

１４：２０～ 現地説明
１４：３０～ 現地体感・見学（１２０分）
１６：３０ 閉会・解散

物部川現場監理技術者
福留開発(株) 足達様

座学

◆四国地方整備局 twitter・Facebookにも掲載
http://www.skr.mlit.go.jp/

◆地元ニュースでも放映

11/24 ＮＨＫ(高知)＆オンラインニュースにて放映

◆四国品確協の取り組み
http://www.skr.mlit.go.jp/etc/hinkaku/kyougikai.htm

MCBH
自動制御
MC
自動

ＵＡＶ(ﾄﾞﾛｰﾝ)測量

ＴＬＳ測量

高知県内
工事発注者等

37名参加

ワンマン測量

ＶＲ体験ＶＲ体験

四国品確協 『ＩＣＴ現地研修会』 高知県版



四国地方整備局生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高
度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）
との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）
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四国地方整備局四国地整ＢＩＭ／ＣＩＭ推進の当面のロードマップ（案）

○令和５年度の公共工事におけるBIM/CIMの原則適用に向けて、段階的に適用を拡大する。
○令和３年度は、大規模構造物に加え、可能な調査、大規模構造物以外の設計、施工に適用するものとし、各種
業界への周知活動も併せて展開する。なお、各事務所は大規模構造物以外についても、原則として河川、道路
毎でBIM/CIM活用業務（調査、設計（大規模構造物以外）毎に１件以上）を可能な限り実施する。

○調査・設計については令和４年度から原則適用する。
○大規模構造物以外の工事については、３次元設計がある場合は令和４年度から原則適用する。

推進項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

調 査

測量

地質

大規模構造物
※1

設計

施工

大規模構造物以外
（小規模を除く）

※3

設計

施工

原則適用

予備設計及び詳細設計で原則適用

可能なものは適用

原則適用可能なものは適用

原則適用3D設計がある場合は原則適用

3D設計がある場合は
原則適用

可能なものは適用 原則適用

原則適用
業界への周知期間

※1 大規模構造物とはトンネル、橋梁、ダム、堰、水門・樋門・樋管とするが、判断に迷う場合は本局担当課へ相談されたい。
※2 可能なものは積極的に活用する事を基本とする。なお、実施にあたり課題等ある場合は別途本局担当課に相談されたい。
※3 小規模とは維持工事等とする。

可能なものは適用

※2

※2

※2

19



四国地方整備局
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◆地元説明会での活用（３D映像）
（松山河川国道事務所 松山外環状道路インター東線）

【参加者からのコメント】
・説明が視覚的で分かりやすかった。
・桁下の交差部について立体的に確認でき、構造などがよく分かった。

ＢＩＭ/ＣＩＭの活用（設計段階）

○３次元モデルを活用して道路計画の検討・協議や地元住民説明会等を実施
○関係者や地元住民に道路計画や事業概要を分かりやすく説明でき、理解促進や合意形成の迅速化に繋がる

◆道路計画での活用
（道路部と事務所との協議）

◆橋梁予備設計での活用（３D映像）
（松山河川国道事務所 松山外環状道路インター東線）



四国地方整備局

21

ＢＩＭ/ＣＩＭの活用（工事段階）

○３次元モデルを活用して設計照査、施工計画の検討、工程管理、危険予知活動等を実施
○可視化することで関係者や地元住民との合意形成が容易に、また、成果品の品質向上や安全性の向上に寄与

◆現場における危険作業の周知に活用
（川田工業(株) R1-2外環空港線洗地川橋（下り）工事）

◆工程管理に活用（４D）
（川田工業(株) R1-2外環空港線洗地川橋（下り）工事）

◆効率的な設計照査
（(株)安部日鋼工業 R2-4外環余戸南第1橋上部P35-P41工事）

◆効果的な架設計画の検討、広報等に活用
（(株)横河ブリッジ H29-31葛島第１高架橋上部工事）



四国地方整備局四国の現状 ICT施工トップランナーの取り組み
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○四国のICT施工のトップランナー企業は、施工プロセスの全段階でICTを活用（内製化）し、大きな
成果を上げている。

○ICT活用では、入社数年目の若手（土木経験者以外含め）や女性技術者が一連の操作を行っており、
やる気・やりがいに繋がっている。

点検支援技術等を
活用したインフラの

空間把握
⑤ 3次元

データの納品
④ 3次元出来形
管理等の施工管理

③ ICT建設
機械による施工

② 3次元
設計データ作成

① 3次元
起工測量

ICTを活用した工事等 〔施工プロセスの各段階〕

■「ICT の全面的な活用」のステップ

■ICTトップランナー企業の実施内容と声
▼レーザスキャナによる地形測量

精度高く地形を把握

▼自動追尾型光波で位置出し

▼分かりやすい資料で提供

▼分かりやすい3D設計図
▼3次元での出来形管理（ヒートマップ）

▼ICT建機による施工
レーザースキャナでは出来形管理や数量
算出も容易になった。

福留開発(株)（高知県高知市）提供

(株)浅田組（愛媛県宇和島市）提供

福留開発(株)（高知県高知市）提供

▼完全無丁張り化での施工
（MG建機での施工）

▼構造詳細を確認
鉄筋干渉をチェック

3D化によって可視化され、誰でも図面
を理解できるようになった。

(株)大竹組（徳島県海部郡牟岐町）提供

福留開発(株)（高知県高知市）提供

(株)大竹組（徳島県海部郡牟岐町）提供

自動追尾型光波の導入で、「二人での測
量作業が一人に」「事務所との行き来が
激減」「とにかく測量が楽になった」

入社数年目の若手や女性が一連の操作を
行っていて、やる気に繋がっている。

最初の設計の3Dデータ化には時間を
要するが、その後の測量の効率化など
と差し引くと大きな効果がある。

福留開発(株)（高知県高知市）提供

設計業務等

ICTを活用した
測量業務等

(株)浅田組（愛媛県宇和島市）提供

▼入社数年目の職員や女性が操作

干渉 干渉

干渉



四国地方整備局四国インフラＤＸを進める上で見えてきた建設業の課題と方向性（当面）
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【四国として進めるインフラＤＸの方向性】
「働き方改革」⇒「担い手確保」⇒「事業継続維持」のために！
まずは、技術力の底上げをサポートし、ICT技術活用の裾野を広げる

建設業界を目指す人材の裾野を広げる
そのために、「手軽に始められるICT技術を体験し効果を体感」、
必要となる「３次元設計図作成の技術支援」、
小規模工事で活用できる「小型ICT建機の体験」等の機会を設け第一歩に繋げる
また、最新技術を体験、近未来の現場を体感できる場を提供

この課題を解消し、改革を推進することが発注者の責務

※建設会社ﾋｱﾘﾝｸﾞ、自治体ｱﾝｹｰﾄより

【四国地域でのICT導入の状況】
１．地域の建設会社で、ICT活用が進んでいない現状

ICT導入に“二の足を踏む”理由

・3次元設計図データ等の作成ノウハウの不足

・高価なICT建機（リース料） ・今までのやり方でいい

・ICT導入効果を体感しやすい規模の土工工事が少ない、

将来が不透明（工事量等）、市町村の殆どが小規模工事

・必要とする知識も広範なため人材育成に労力と時間が必要

２．その一方で小規模な会社がICT導入をしている事例も存在

３．多くの課題を抱えているが、ICT導入に先行している企業からは

「効率化を体験すると二度と元のやり方には戻れない」との声も！！



四国地方整備局
四国インフラＤＸ 人材育成センターの概要（案）

点検支援技術

ICT施工
ICT施工技術講習会

BIM/CIM研修 人材育成センターでの実施目標

■令和3年度の実施内容
BIM/CIM研修
UAV研修
ICT施工技術講習会
人材育成センター整備方針の検討
■令和4年度以降「更なる効果体感・体
験の充実を目指し」検討
研修・講習会のグレードアップ
手軽に始められる小型ICT建機等の
体験を通じた講習会
3次元モデルの利活用技術の習得
民間企業等の最新技術の体験

※各部会等で生じる人材育成メニュー
を随時追加

※実施方法は、出前キャラバンや
webinarによる実施も検討

■令和3年度の研修等の計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等での測量

BIM/CIMモデルの操作

◆監督検査の非接触化・リモート化等

◆日常管理や点検等の
効率化・高度化

管理

測量

施工

設計

UAV研修

遠隔臨場 出来形管理交通障害の自動探知等

ICT施工技術講習会
◆測量・調査の高度化・効率化

設計（干渉チェック）
◆3次元設計

◆ICT施工
R3年度の実施研修

建設生産プロセス全体（測量・設計・施工・維持管理）での３Dデータ・デジタル技術の活用を促進
地方公共団体を含む発注者・受注者を対象に、デジタル技術の知識習得（研修・講習、体験施設等）の場を提供

VR等を活用した
最新技術を体験

技術力の底上げをサポートし、
ICT技術活用の裾野を広げるととも
に、建設業界を目指す人材の輪を
広げるために。
「手軽に始められるICT技術の
効果体感」

「３次元設計図作成の技術支援」
「小型ICT建機での体験」等を通じ
ICT活用の裾野を広げる。
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UAVでの河川・ダム巡視等

位置情報の精度向上による
道路管理の効率化等



四国地方整備局

３．各部会での主な取り組み
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四国地方整備局遠隔臨場･検査の取組（インフラＤＸ推進部会）

26

○ 受発注者の監督・検査業務の効率化及び新型コロナ対策のため、建設現場の遠隔臨場に関する試行要領

（案）及び建設現場の遠隔臨場に関する監督・検査試行要領（案）が令和３年３月に改定

○ 令和３年度は、通信機能が確保される可能な工事は、原則全ての工事で試行

○ 工事監督・検査業務だけでなく、調査業務（ボーリング検尺）でも活用

USBカメラ

残尺状況を撮影
工場（大分市）での検測状況を確認

①固定カメラ ②携帯カメラ

①固定カメラ

②携帯カメラ

検査官

立会者

モニター

【現場からの配信映像】
ロッドを抜き取って
検数用に整理

主任監督員 モニター

ＰＣ

PC＆USBｶﾒﾗ、
WI-FI通信を活用

携帯カメラにて
標尺の目盛を
拡大し検測

工事監督（検測） 中間技術検査 調査 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ検尺

鉄筋の配筋間隔を拡大し検測

〔高松市〕

〔南国市〕

〔事務所〕

〔現地〕

〔出張所〕

〔現場〕

〔工場：大分市〕

〔大阪市〕



四国地方整備局河川部会の取り組み
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・多くの施設で老朽化に伴う点検需要が増大→人口減少・少子高齢化等により点検実施者も減少傾向
・ICT等を活用した効率的かつ効果的な技術を開発・導入する必要性の高まり
・ダム湖周辺の維持管理において、ドローンを活用した巡視・点検技術の開発促進

◎ドローンを活用した巡視・点検の必要性
・巡視ルートが狭隘で、人力では詳細まで確認出来ない対象物について、効率的、効果的にドローン
を活用した巡視・点検の必要性の高まり

・CCTVによるAI検知と併用した警報巡視の将来性の模索

◎ドローンを活用した巡視・点検の可能性の把握（R3試行）
①映像品質の評価：対象物の判別
②運用方法の評価：飛行時間、操作難度の問題
③映像配信の評価：遠隔地からの状況把握

①

②

③

１－①ドローンによる貯水池巡視



四国地方整備局河川部会の取り組み【那賀川試行】
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・レーザードローン等により、河道の流下能力の状況把握のために、連続的な堤防高や形状、面的な河道形状
等を把握し、計画堤防高等との比較や二時期の標高差分の比較により、「堤防高・形状」、「河道形状」、「土砂
堆積」、「植生（樹木）の繁茂」等を確認する。
・堤防の変状把握のために、二時期の標高差分の比較により、「はらみだし」、「寺勾配」、「不陸」等を確認する。
・さらに「堤防の破堤につながるパイピングの早期確認」のための堤防診断技術について、愛大岡村教授により
技術開発を実施中
・これらの確認された状況等より、「速やかな復旧」や「河道掘削等による流下能力の確保」等の実施に繋げる。

ドローン等を用いた堤防・河道の変状把握

堤防の破堤につながるパイピングの早期確認により、対
策工等を実施可能

パイピングによる堤防の破堤イメージ

１．パイピングにより憤砂発生
２．堤防直下に緩みが形成
３．堤防表面にくぼみが発生
４．ドローン等による三次元計測によりこのくぼみ形状を抽出
５．地表面形状から緩みの深さと大きさを推定

堤防直下の緩みを推定

１－②レーザードローン等を用いた堤防等の変状把握等

パイピングに対する堤防診断技術の開発



四国地方整備局道路橋（橋脚部）のドローンによる橋梁点検（道路部会）
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新技術活用点検

非ＧＰＳ環境対応型ドローン
を用いて画像計測を実施し、
ひびわれ幅、長さ計測を行う。

非ＧＰＳ環境対応型ドローンを用
いた画像計測

従来点検 ロープ高所作業による近接目視

○橋梁構造および架橋条件
・橋脚の高さが27ｍ以上あり、大型橋梁点検車では作業範
囲を超える
・近接目視するためには、仮設足場の設置あるいはロープ
高所作業が必要

※同様の架橋条件を有する類似事例

・多くの道路施設において老朽化し、点検需要が増大
・人口減少、土木関係従事者減少
・ＩＣＴ等を活用した効率的かつ効果的な導入等、令和５年度からのＤＸの運用

・橋梁点検においてドローンを活用することでコスト縮減と工期短縮を図る



四国地方整備局ＡＩによる事象検知（道路部会）
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・平成30年2月 北陸地方で記録的な大雪（福井市では37年ぶりに130cm超え）
・チェーン未装着の大型車の立ち往生が各地で発生し、車両の滞留が常態化
・立ち往生車の早期移動の遅れにより、除雪対応が遅れ、滞留が長時間化

・カメラ映像から車両の停止や混雑、逆走、避走（落下物）及び冠水の事象を自動
判定し、交通状況を監視する道路監視員へ事象を通知

▼逆走車両検知事例

▼道路冠水検知

検知領域に対する水面領域の面積比により
冠水と判断

▼AIによる事象検知設置状況
Ｒ２：４０台 → Ｒ３：６０台(＋２０台) → Ｒ４：９０台(＋３０台)予定
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「魅力ある、新しい、カッコイイ建設業」をＰＲ

徳島県作成のＰＲ動画
“カッコイイ、希望の持てる、建設産業へ“

○ 建設業界等が地域建設業のイメージアップ動画を作成しSNS等で広く配信

徳島県建設業協会バージョンのＰＲ動画 愛媛県建設業協会作成のＰＲ動画
“やりがい”と“希望”の持てる建設業にチャレンジ！

○ 国・県・市町村の取り組みをマスコミ（ＴＶ）にＰＲし、取り上げて貰う

四国品確協「ＩＣＴ現地研修会」高知県版（R3.11.24）
NHK高知放送局の取材あり

18:10からの「こうちいちばん」で放映

土木を学ぶ高校生が最新のICTを体験（R3.12.13）
今治CATVの取材あり

CATVニュースで放映、YouTubeで配信

中学生が重機やドローンの操縦体験（R3.12.3）
NHK徳島放送局の取材あり

18:10からの「とく６徳島」で放映
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ご清聴ありがとうございました
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